
 
 

 

 

2013年５月９日 

各  位 
東京都港区虎ノ門四丁目１番 28号 

日本通信株式会社 

代表取締役社長 三田 聖二 

（コード番号：9424） 

問合せ先 代表取締役副社長 福田 尚久 

電話 03-5776-1700 

 

 

取締役候補者および監査役候補者に関するお知らせ 

 

日本通信株式会社（以下、「当社」という）は、本日開催した定時取締役会において、下記の通り取締役候補

者および監査役候補者を決定し、平成 25年６月 25日に開催予定の第 17回定時株主総会にその選任を付議す

ることを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 取締役候補者 

 

当社の現任取締役のうち、三田聖二、テレーザ・エス・ヴォンダーシュミット、ドナル・ドイルおよび

塚田健雄の任期は第 17 回定時株主総会の終結の時をもって満了するため（注１）、以下の通り４名の選

任を付議するものです。 

 

取締役候補者名 再任・新任の区分 現役職名 

三田 聖二（さんだ せいじ） 再任 代表取締役社長 

テレーザ・エス・ヴォンダーシュミッ

ト 

再任 取締役      （注２） 

塚田 健雄 （つかだ たけお） 再任 取締役      （注２） 

師田  卓 （もろた たく） 新任 監査役      （注２）(注３） 

 

（注１）他の取締役の任期は平成 26年の定時株主総会の終結まであります。 

（注２）社外取締役です。 

（注３）師田卓は、第 17回定時株主総会の終結の時をもって監査役を辞任すると同時に取締役に就任す

る予定です。 

 

＜取締役候補者の紹介＞ 

三田 聖二（さんだ せいじ） 

平成８年５月、当社設立 代表取締役社長に就任（現任）。 

（略歴） 

昭和 48年５月、カナダ国鉄入社。 

昭和 54年３月、コンレイル鉄道入社。 

昭和 57年 12月、ロングアイランド鉄道入社 副社長就任。 

昭和 59年 11月、シティバンク エヌ・エイ入社 副社長就任。 

1 



 
 

昭和 62年７月、メリルリンチ証券入社 プロダクトオペレーション副社長就任。 

平成元年 11月、モトローラ株式会社 常務取締役移動電話事業部事業部長（兼）モトローラ・イン

ク副社長就任。 

平成６年７月、アップルコンピュータ株式会社 代表取締役就任（兼）アップルコンピュータ本社（米

国）副社長就任。 

 

テレーザ・エス・ヴォンダーシュミット（社外取締役） 

平成 11年６月、当社取締役に就任（社外取締役）（現任）。 

（略歴） 

昭和 43年９月、パンアメリカン航空入社。 

平成８年１月、バーナード・ヴィ・アンド・テレーザ・エス・ヴォンダーシュミット・ジョイント・

トラスト・ディーティーディー ジャニュアリー4. 1996 設立 オーナー（現任）。 

 

塚田 健雄（つかだ たけお）（社外取締役） 

平成 12年 10月、当社取締役に就任（社外取締役）（現任）。 

（略歴） 

昭和 33年４月、トヨタ自動車工業株式会社（現 トヨタ自動車株式会社）入社。 

昭和 57年９月、同社 取締役就任。 

昭和 62年９月、同社 常務取締役就任。 

昭和 63年 10月、日本移動通信株式会社（現 KDDI株式会社）専務取締役就任。 

平成３年６月、同社 取締役社長就任。 

平成 11年６月、同社 取締役最高顧問就任。 

平成 12年 12月、株式会社トヨタエンタプライズ 最高顧問就任。 

平成 13年６月、同社 取締役最高顧問就任。 

平成 15年６月、同社 顧問就任。 

 

師田 卓（もろた たく）（社外取締役） 

平成 18年６月、当社監査役に就任（社外監査役）（現任）。 

（略歴） 

昭和 36年３月、帝人株式会社入社。 

平成２年６月、同社 取締役就任。常務取締役、専務取締役を経て、平成 10年６月、同社 代表取

締役専務就任。 

平成 13年６月、株式会社神戸製鋼所 社外監査役就任。 

 

2. 監査役候補者 

 

当社の現任監査役のうち師田卓は、第 17回定時株主総会の終結の時をもって辞任する予定であるため、

以下の通り監査役の選任を付議するものです。 

 なお、本議案を株主総会に提出することについては、監査役会の同意を得ております。 

 

監査役候補者名 再任・新任の区分 現役職名 

木村 常輔（きむら つねすけ） 新任 該当なし   （注４） 

 

（注 4） 社外監査役の要件を満たしています。 
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＜監査役候補者の紹介＞ 

木村 常輔（きむら つねすけ）（社外監査役） 

（略歴） 

昭和 44年４月、丸紅飯田株式会社（現 丸紅株式会社）入社。 

昭和 63年１月、丸紅ハイテック株式会社（現 丸紅情報システムズ株式会社）出向 

取締役就任 応用システム事業部長。 

平成４年４月、丸紅米国会社 ニューヨーク本店 機械部次長。 

平成６年 10月、丸紅株式会社 マルチメディア事業部 副部長。 

平成７年 10月、丸紅株式会社 マルチメディア事業部 部長。 

平成９年２月、丸紅ハイテック株式会社（現 丸紅情報システムズ株式会社）出向 

取締役副社長就任。 

平成９年６月、同社 代表取締役副社長兼社長代行就任。 

平成 11年１月、同社 代表取締役社長就任。 

平成 16年６月、同社 取締役会長就任。 

平成 17年６月、同社 顧問就任。 

 

以上 

 

■日本通信について 

1996年 5月 24日、日本通信は新たなモバイルサービス事業のあり方を提示するため生まれました。それから

13 年の歳月を経て、2009 年３月、NTT ドコモとの相互接続により「MSO 事業モデル」を完成させ、それから

２年弱でこのモデルの収益性を実証しました。ネットワークを効率的に運用する当社独自の先端技術やリア

ルタイムの認証技術などによって、ユニークな通信サービスをつくりだし、自社 b-mobileブランド製品をお

客様に提供する MVNO 事業、及びメーカーやインテグレータ他のパートナー企業に提供する MVNE 事業を展開

しています。 

MSO=Mobile Service Operator 
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